
時価情報
時価情報（前事業年度（2023年4月1日から2024年3月31日まで））

貸借対照表の「国債」「地方債」「短期社債」「社債」「株式」「その他の証券」
のほか、「商品有価証券」が含まれております。

1.売買目的有価証券 （単位：百万円）
2024年3月期（2024年3月31日現在）
当事業年度の損益に含まれた評価差額

売買目的有価証券 －

2.満期保有目的の債券 （単位：百万円）

種類
2024年3月期（2024年3月31日現在）

貸借対照表計上額 時価 差額

時価が貸借対照表計
上額を超えるもの

国債 － － －
地方債 － － －
短期社債 － － －
社債 1,830 1,833 3
その他 － － －
小計 1,830 1,833 3

時価が貸借対照表計
上額を超えないもの

国債 － － －
地方債 － － －
短期社債 － － －
社債 15,481 15,400 △80
その他 － － －
小計 15,481 15,400 △80

合計 17,311 17,234 △76
（注）時価は、当事業年度末日における市場価格等に基づいております。

3.子会社株式及び関連会社株式
時価のある子会社株式及び関連会社株式はありません。

（注）�市場価格のない子会社株式及び関連会社株式
（単位：百万円）

貸借対照表計上額
子会社株式 78
関連会社株式 4

4.その他有価証券 （単位：百万円）

種類
2024年3月期（2024年3月31日現在）

貸借対照表計上額 取得原価 差額

貸借対照表計上額が
取得原価を超えるも
の

株式 4,965 2,609 2,355
債券 9,420 9,185 235

国債 2,727 2,502 225
地方債 4,287 4,283 3
短期社債 － － －
社債 2,406 2,399 6

その他 7,724 7,264 460
外国債券 2,416 2,347 69

小計 22,110 19,059 3,051

貸借対照表計上額が
取得原価を超えない
もの

株式 68 89 △21
債券 64,651 65,759 △1,108

国債 7,558 7,865 △307
地方債 52,051 52,740 △688
短期社債 － － －
社債 5,040 5,153 △112

その他 12,477 13,231 △754
外国債券 3,635 3,687 △52

小計 77,196 79,080 △1,883
合計 99,307 98,140 1,167

（注）その他有価証券� （単位：百万円）
貸借対照表計上額

株式 1,702
その他 1,482

合計 3,185
市場価格のない株式等については、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

5.当事業年度中に売却した満期保有目的の債券
	 当事業年度中に売却した満期保有目的の債券はありません。

6.当事業年度中に売却したその他有価証券 （単位：百万円）
2024年3月期（2023年4月1日から2024年3月31日まで）

売却額 売却益の合計額 売却損の合計額
株式 886 364 －
債券 9,201 95 1

国債 544 43 －
地方債 7,132 27 1
短期社債 － － －
社債 1,524 24 －

その他 8,060 184 32
外国債券 273 － 8

合計 18,148 645 34

7.保有目的を変更した有価証券
	 当事業年度中に保有目的を変更した有価証券はありません。

8.減損処理を行った有価証券
　�売買目的有価証券以外の有価証券（市場価格のない株式等及び組合出

資金を除く）のうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく
下落しており、時価が取得原価まで回復する見込みがあると認められ
ないものについては、当該時価をもって貸借対照表計上額とするとと
もに、評価差額を当該事業年度の損失として処理（以下「減損処理」
という。）しております。

　�当事業年度においては、減損処理を行っておりません。
　�時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、時価のある有価

証券の時価が、取得原価に比べて50％以上下落した場合には、「著し
く下落した」ものと見做し、減損処理を実施いたします。

　�また、30％以上50％未満の下落に該当する場合には、回復可能性を合
理的な根拠をもって判断し、減損処理することとしております。

　�この場合の合理的な根拠とは、個別銘柄毎に、株式の取得時点、期末
日、期末日後における市場価格の推移及び市場環境の動向、最高値・
最安値と購入価格との乖離状況、発行会社の業況等の推移等、時価下
落の内的・外的要因を総合して勘案するものとしております。

　�ただし、株式の時価が過去２年間にわたり著しく下落した状態にある
場合や、株式の発行会社が債務超過の状態にある場合又は２期連続で
損失を計上しており、翌期もそのように予想される場合には、回復す
る見込みはないものとし、評価差損の減損処理を行っております。

■�有価証券関係

2024年3月期貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金相
当額の内訳は、次のとおりであります。� （単位：百万円）

2024年3月期（2024年3月31日現在）
評価差額　 1,167

その他有価証券 1,167
その他の金銭の信託 －

(△)繰延税金負債 355
その他有価証券評価差額金（持分相当額調整前） 812

1.運用目的の金銭の信託
	 （2024年3月31日現在）
	 運用目的の金銭の信託は保有しておりません。

2.満期保有目的の金銭の信託
	 （2024年3月31日現在）
	 満期保有目的の金銭の信託は保有しておりません。

3.その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）
	 （2024年3月31日現在）
	 その他の金銭の信託は保有しておりません。

■�金銭の信託関係

■�その他有価証券評価差額金

1.ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引
　ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引について、取引の対象物の種類ご
との決算日における契約額又は契約において定められた元本相当額、時価及び評価損
益並びに当該時価の算定方法は、次のとおりであります。なお、契約額等については、
その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。

（1）金利関連取引（2025年3月31日現在）
	 該当事項はありません。

（2）通貨関連取引� （単位：百万円）

種類 2025年3月期（2025年3月31日現在）
契約額等 時価 評価損益契約額等のうち1年超のもの

店頭 通貨スワップ 36,386 36,386 － －
為替予約
  売建 6,511 － △102 △102
  買建 267 － △3 △3
合計 － － △106 △106

（注）	 上記取引については時価評価を行い、評価損益を損益計算書に計上しております。
（3）株式関連取引（2025年3月31日現在）
	 該当事項はありません。

（4）債券関連取引（2025年3月31日現在）
	 該当事項はありません。

（5）商品関連取引（2025年3月31日現在）
	 該当事項はありません。

（6）クレジットデリバティブ取引� （単位：百万円）

種類 2025年3月期（2025年3月31日現在）
契約額等 時価 評価損益契約額等のうち1年超のもの

店頭 クレジット・デフォルト 
・スワップ
　　売建 － － － －
　　買建 3,693 3,693 28 28
その他
　　売建 － － － －
　　買建 － － － －
合計 － － 28 28

（注）	� 1.上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。 
2.「売建」は信用リスクの引受取引、「買建」は信用リスクの引渡取引であります。

2.ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引
　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引について、取引の対象物の種類ごと、
ヘッジ会計の方法別の決算日における契約額又は契約において定められた元本相当額及
び時価並びに当該時価の算定方法は、次のとおりであります。なお、契約額等について
は、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。

（1）金利関連取引（2025年3月31日現在）
	 該当事項はありません。

（2）通貨関連取引� （単位：百万円）
ヘッジ会計

の方法 種類 主な
ヘッジ対象

2025年3月期（2025年3月31日現在）
契約額等 時価契約額等のうち1年超のもの

原則的
処理方法 為替予約

外貨建の貸出金、
有価証券、預金、
外国為替等

117 － 2

合計 － － － 2
（注）	 主として業種別委員会実務指針第25号に基づき、繰延ヘッジによっております。
（3）株式関連取引（2025年3月31日現在）
	 該当事項はありません。

（4）債券関連取引（2025年3月31日現在）
	 該当事項はありません。

■�デリバティブ取引関係（当事業年度（2024年4月1日から2025年3月31日まで））

■�電子決済手段（当事業年度（2024年4月1日から2025年3月31日まで））該当事項はありません。

■�電子決済手段（前事業年度（2023年4月1日から2024年3月31日まで））該当事項はありません。

■�暗号資産（当事業年度（2024年4月1日から2025年3月31日まで））該当事項はありません。

■�暗号資産（前事業年度（2023年4月1日から2024年3月31日まで））該当事項はありません。

1.ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引
　ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引について、取引の対象物の種類ご
との決算日における契約額又は契約において定められた元本相当額、時価及び評価損
益並びに当該時価の算定方法は、次のとおりであります。なお、契約額等については、
その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。

（1）金利関連取引（2024年3月31日現在）
	 該当事項はありません。

（2）通貨関連取引� （単位：百万円）

種類 2024年3月期（2024年3月31日現在）
契約額等 時価 評価損益契約額等のうち1年超のもの

店頭 通貨スワップ 41,502 41,502 － －
為替予約
  売建 5,749 － △268 △268
  買建 126 － 4 4
合計 － － △264 △264

（注）	 上記取引については時価評価を行い、評価損益を損益計算書に計上しております。
（3）株式関連取引（2024年3月31日現在）
	 該当事項はありません。

（4）債券関連取引（2024年3月31日現在）
	 該当事項はありません。

（5）商品関連取引（2024年3月31日現在）
	 該当事項はありません。

（6）クレジットデリバティブ取引� （単位：百万円）

種類 2024年3月期（2024年3月31日現在）
契約額等 時価 評価損益契約額等のうち1年超のもの

店頭 クレジット・デフォルト 
・スワップ
　　売建 － － － －
　　買建 2,848 2,848 10 10
その他
　　売建 － － － －
　　買建 － － － －
合計 － － 10 10

（注）	� 1.上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。 
2.「売建」は信用リスクの引受取引、「買建」は信用リスクの引渡取引であります。

2.ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引
　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引について、取引の対象物の種類ごと、
ヘッジ会計の方法別の決算日における契約額又は契約において定められた元本相当額及
び時価並びに当該時価の算定方法は、次のとおりであります。なお、契約額等について
は、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。

（1）金利関連取引（2024年3月31日現在）
	 該当事項はありません。

（2）通貨関連取引� （単位：百万円）
ヘッジ会計

の方法 種類 主な
ヘッジ対象

2024年3月期（2024年3月31日現在）
契約額等 時価契約額等のうち1年超のもの

原則的
処理方法 為替予約

外貨建の貸出金、
有価証券、預金、
外国為替等

123 － △3

合計 － － － △3
（注）	 主として業種別委員会実務指針第25号に基づき、繰延ヘッジによっております。
（3）株式関連取引（2024年3月31日現在）
	 該当事項はありません。

（4）債券関連取引（2024年3月31日現在）
	 該当事項はありません。

■�デリバティブ取引関係（前事業年度（2023年4月1日から2024年3月31日まで））

64 65

デリバティブ取引／電子決済手段／暗号資産




